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く
ら
し
安
全
部
長　

本
市
の
指

定
避
難
所
は
、
全
て
の
施
設
が
大

型
ト
ラ
ッ
ク
の
進
入
や
直
接
の
荷

下
ろ
し
を
前
提
と
し
た
設
計
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
市
総
合
防

災
備
蓄
倉
庫
に
は
フ
ォ
ー
ク
リ
フ

ト
を
常
備
し
て
い
ま
す
が
、
各
避

難
所
の
防
災
備
蓄
倉
庫
に
は
、
ス

ペ
ー
ス
の
都
合
上
、
常
備
す
る
計

画
が
な
く
、
災
害
時
協
定
を
締
結

し
て
い
る
事
業
者
等
と
の
連
携
に

よ
り
、
必
要
な
機
材
の
確
保
に
努

め
ま
す
。
市
庁
舎
地
下
２
階
公
用

車
駐
車
場
に
は
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト

等
を
常
備
し
て
い
ま
せ
ん
が
、
市

総
合
防
災
備
蓄
倉
庫
に
常
備
し
て

い
る
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
の
運
用
や

災
害
時
協
定
の
活
用
も
含
め
、
機

材
の
確
保
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

策
が
抱
え
て
い
る
問
題
を
解
決
す

る
た
め
に
様
々
な
取
組
や
方
策
を

検
討
す
る
中
で
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

エ
コ
ノ
ミ
ー
も
一
つ
の
手
段
に
な

り
得
る
も
の
と
捉
え
て
い
ま
す
。

本
市
で
の
導
入
可
能
性
に
つ
い
て
、

現
時
点
で
は
具
体
的
に
申
し
上
げ

る
状
況
に
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
そ

れ
ぞ
れ
の
分
野
に
お
い
て
課
題
解

決
に
向
け
た
取
組
と
し
て
、
今
後

の
研
究
対
象
に
な
り
得
ま
す
し
、

行
政
分
野
で
は
空
間
や
ス
キ
ル
、

移
動
の
シ
ェ
ア
に
マ
ッ
チ
ン
グ
の

可
能
性
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と

考
え
ま
す
。
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ

ノ
ミ
ー
の
導
入
は
長
期
的
な
ま
ち

づ
く
り
の
視
点
と
い
う
よ
り
、
短

期
的
ま
た
は
中
期
的
な
視
点
で
の

取
組
で
あ
る
と
捉
え
て
い
ま
す
。

策
定
に
お
い
て
は
、
市
民
ニ
ー
ズ

等
の
外
部
評
価
を
よ
り
ど
こ
ろ
に

す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
各
施

策
の
事
業
計
画
を
検
討
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
合
理
的
根
拠
は
、
庁

内
の
実
施
計
画
策
定
過
程
で
整
理

す
る
も
の
で
あ
り
、
実
施
計
画
書

に
つ
い
て
は
こ
れ
ま
で
ど
お
り
の

内
容
で
公
表
す
る
予
定
で
す
。

【
再
質
問
】　

根
拠
を
提
示
す�

る
こ
と
は
行
政
運
営
の
方
向
性
を

議
論
す
る
上
で
重
要
で
あ
る
と
考

え
ま
す
。
今
後
の
議
会
に
お
け
る

予
算
審
査
に
お
い
て
、
必
要
に
応

じ
て
根
拠
を
お
示
し
い
た
だ
く
こ

と
は
可
能
か
伺
い
ま
す
。

総
合
政
策
部
長　

今
後
の
実
施

計
画
策
定
過
程
を
踏
ま
え
な
が
ら

検
討
し
て
い
き
ま
す
。

た
情
報
が
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、

具
体
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い

て
は
、
お
示
し
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
状
況
で
す
。

【
再
質
問
】　

大
切
な
こ
ど
も�

の
命
を
預
か
る
事
業
で
す
。
事
業

開
始
を
一
定
期
間
遅
ら
せ
て
で
も
、

こ
ど
も
た
ち
の
た
め
に
、
よ
り
よ

い
事
業
認
可
基
準
を
定
め
た
条
例

を
つ
く
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ま

す
。
万
が
一
、
国
か
ら
の
基
準
が

直
前
ま
で
示
さ
れ
な
い
場
合
で
も
、

２
０
２
６
年
４
月
か
ら
事
業
を
実

施
す
る
予
定
な
の
か
伺
い
ま
す
。

市
長　

こ
の
制
度
は
国
の
事
業

で
す
の
で
、
令
和
８
年
４
月
に
向

け
て
、事
業
が
開
始
で
き
る
よ
う
、

し
っ
か
り
と
準
備
を
進
め
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

災
害
時
に
お
け
る
物
流
機
能
の

課
題
と
し
て
、
避
難
所
と
な
る
多

く
の
体
育
館
や
公
共
施
設
は
大
型

ト
ラ
ッ
ク
が
進
入
で
き
ず
、
フ
ォ�

ー
ク
リ
フ
ト
等
の
荷
役
機
材
が
な

い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

本
市
の
指
定
避
難
所
は
、
大
型
ト

ラ
ッ
ク
の
進
入
や
荷
下
ろ
し
を
想

定
し
た
設
計
と
な
っ
て
い
る
の
か

伺
い
ま
す
。
ま
た
、
防
災
備
蓄
倉

庫
に
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
等
の
荷
役

機
材
を
常
備
す
る
、
あ
る
い
は
災

害
協
定
に
よ
り
確
保
す
る
計
画
は

あ
る
の
か
お
聞
き
し
ま
す
。
さ
ら

に
、
災
害
時
に
支
援
物
資
の
集
積

拠
点
と
す
る
予
定
で
あ
る
市
庁
舎

地
下
２
階
公
用
車
駐
車
場
に
は
、

フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
等
を
常
備
し
て

い
る
の
か
伺
い
ま
す
。

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
と

は
、
保
有
す
る
資
産
や
場
所
、
物
、

ス
キ
ル
な
ど
を
他
者
と
共
有
し
て

収
益
を
得
る
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の

こ
と
で
す
。
現
代
経
済
活
動
の
新

た
な
一
形
態
と
し
て
、
効
率
的
な

資
源
利
用
の
促
進
や
コ
ス
ト
削
減
、

環
境
負
荷
へ
の
低
減
に
寄
与
す
る

と
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
総
務
省

で
は
、
空
間
、
物
、
移
動
、
ス
キ

ル
、
お
金
の
サ
ー
ビ
ス
の
５
つ
に

区
別
し
て
い
ま
す
。
カ
ー
シ
ェ
ア

や
空
き
家
、
市
民
の
ス
キ
ル
な
ど

の
新
た
な
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ

ミ
ー
を
地
域
課
題
の
解
決
に
向
け

て
活
用
す
る
可
能
性
に
つ
い
て
、

見
解
を
伺
い
ま
す
。

総
合
政
策
部
長　

ざ
ま
未
来
プ

ラ
ン
の
推
進
に
当
た
っ
て
、
各
施

第
五
次
座
間
市
総
合
計
画
ざ
ま

未
来
プ
ラ
ン
実
施
計
画
（
令
和
８

年
度
～
10
年
度
）
策
定
方
針
で�

は
、根
拠
に
基
づ
い
た
政
策
立
案
、

Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
推
進
を
掲
げ
て
い
ま

す
。
同
方
針
に
は
、
市
民
ニ
ー
ズ

や
議
会
答
弁
、
こ
れ
ま
で
の
経
験

則
に
頼
る
の
で
は
な
く
、
合
理
的

根
拠
に
基
づ
い
て
事
業
を
企
画
す

る
旨
の
記
述
が
あ
り
、
市
民
ニ
ー

ズ
等
の
軽
視
に
つ
な
が
る
こ
と
を

懸
念
し
て
い
ま
す
。
市
民
ニ
ー
ズ

を
基
に
調
査
・
研
究
を
重
ね
、
根

拠
を
深
掘
り
す
る
こ
と
で
政
策
を

立
案
す
る
の
が
本
来
と
考
え
ま
す

が
、
見
解
を
伺
い
ま
す
。
ま
た
、

合
理
的
根
拠
は
市
民
に
対
し
提
示

さ
れ
る
の
か
、お
示
し
く
だ
さ
い
。

総
合
政
策
部
長　

実
施
計
画
の

こ
ど
も
誰
で
も
通
園
制
度
は
、

０
歳
６
か
月
〜
満
３
歳
未
満
の
未

就
園
児
を
対
象
に
、
保
護
者
の
就

労
状
況
に
関
係
な
く
保
育
施
設
を

利
用
で
き
る
制
度
で
、
２
０
２
６

年
４
月
か
ら
全
国
で
本
格
実
施
予

定
と
聞
い
て
い
ま
す
。
制
度
開
始

は
半
年
後
に
迫
っ
て
い
ま
す
が
、

条
例
制
定
を
含
ん
だ
本
市
に
お
け

る
事
業
開
始
の
た
め
の
ス
ケ
ジ
ュ�

ー
ル
は
、
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い

る
の
か
伺
い
ま
す
。

こ
ど
も
未
来
部
長　

実
施
施
設

や
実
施
方
法
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の

検
討
、
事
業
者
や
保
育
士
に
向
け

た
研
修
の
実
施
や
制
度
説
明
、
利

用
者
に
向
け
た
周
知
・
広
報
な
ど
、

行
う
べ
き
事
項
は
山
積
し
て
い
ま

す
が
、
国
か
ら
の
指
針
や
確
定
し

議会では９月定例会で、次の意見書を可決し、直ちに関係機関に提出しました。議会では９月定例会で、次の意見書を可決し、直ちに関係機関に提出しました。
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シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
活
用
に
よ
る
地
域

課
題
の
解
決
と
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
期
待

伊
藤　

多
華 

議
員
《
座
間
市
公
明
党
》

災
害
時
に
お
け
る
物
流
機
能
の
確
保
と

本
市
の
備
え
に
つ
い
て
問
う

加
藤　

学 

議
員
《
座
間
市
公
明
党
》

事
業
開
始
を
遅
ら
せ
て
で
も
、

よ
り
よ
い
条
例
制
定
を
！

星
野　

久
美
子 

議
員
《
日
本
共
産
党
座
間
市
議
団
》

政
策
立
案
の
根
拠
提
示
を
求
め
る

星
野　

郁 

議
員
《
あ
お
ぞ
ら
ひ
ま
わ
り
の
会
》

こども誰でも通園制度の充実を求める意見書
　国に対し、本制度の円滑な実施に向けて速やかに制度設計を具体化し、全国展
開に向けた環境整備を強力に推進するよう次の事項を強く要望する。
１　十分な予算を確保し、補助単価や運営費補助を適正に設定すること。
２　保育士をはじめとする保育人材の確保・処遇改善を強化すること。
３　障がい児・医療的ケア児が安心して利用できる受入体制を整備すること。
４　地域の実情に応じた柔軟な制度設計を行い、自治体の負担軽減を図ること。
５�　制度の趣旨や利用方法を丁寧に広報し、保護者・施設関係者の理解と安心を
高めること。
６�　親子通園の選択や利用時間の弾力的運用など、多様なニーズに応えられる仕
組みとすること。

【提出先】�内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、こども家庭庁長官、衆議院議長、
参議院議長

精神障がい者への支援拡充を求める意見書
　国及び関係機関に対し、次の事項を早急に検討・実施するよう強く要望する。
１　障害年金制度の改善
　�　精神障がいの実態を反映した受給要件及び認定基準の改正と、審査・更新手
続の簡素化を図ること。
２　就労支援の強化
　�　就労移行支援・継続支援事業の拡充、企業への助成制度の強化を通じて雇用
機会を確保し、合理的配慮を推進すること。
３　多様な働き方の推進
　�　在宅勤務・短時間勤務など柔軟な就労形態を制度的に支援し、ＩＣＴを活用
した働き方の選択肢を広げること。
４　医療・福祉・就労の連携強化
　�　医療機関、就労支援機関、自治体との一体的な支援体制を国として支援し、
継続的で切れ目のない支援体制を構築すること。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、こども家庭庁長官、
　　　　　神奈川県知事

放課後児童クラブの充実を求める意見書
　国に対し、放課後児童クラブの重要性を認識し、令和８年度の予算編成に向け
ては、更なる安定的な運営や保育環境の充実を図るため、次の事項を実現するよ
う強く要望する。
１�　放課後児童クラブを支える職員は、平日午後からの短時間勤務が主であり、
給与についても概して低い水準にあることから、十分な人員確保や定着が困難
となっており、施設の運営悪化や待機児童の発生等につながっている。放課後
児童支援員の確保・定着に向けて、処遇改善や働きやすい環境の整備を進める
ことができるよう、補助基準額の増額など財政支援を更に充実させること。

２�　運営費支援について、国は基本的な考えとして、保護者負担が１／２、国と
県及び市町村が１／６ずつ負担することを示しているが、実態として放課後児
童クラブに求められる保育の質の担保や物価高騰の影響、保護者負担等のバラ
ンスから自治体が厳しい財政の中から持ち出しで維持している状況にある。こ
の基本的な考えについて、保護者負担割合を引き下げ、国の負担割合の引上げ
を行うこと。

【提出先】�内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、内閣府特命担当大臣（こども政策）、
こども家庭庁長官

国による義務教育財源の保障、教育の機会均等と水準の
維持・向上並びに行き届いた教育の実現を求める意見書

　国に対し、２０２６年度政府予算編成において、次の事項を求める。
１�　教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国
庫負担制度を存続・拡充させること。また、学校事務職員・学校栄養職員をそ
の対象から外さないこと。さらに、義務教育教科書無償給与制度を継続すること。

２�　行き届いた教育を実現するために、現行の公立義務教育諸学校の学級編制及
び教職員定数の標準に関する法律（以下「義務標準法」）の改正を検討すること。

３�　学校の働き方改革・長時間労働の是正を実現し、教職員が子供と向き合う時
間を確保するために、加配の配置増など教職員定数改善を推進すること。また、
スクール・サポート・スタッフ、介助員等の専門スタッフ職の拡充、教育環境
を整備するための予算を確保・拡充すること。

４�　子供たちの心に寄り添うための、スクールカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカーの拡充を行うこと。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣


